
第３回（9〜10 ⽉） 

◆特定空家等の認定 

特定空家等の認定・措置等の取組 
（実態調査、所有者調査、助言・指導、措置の実施） 

■「栗東市空家等対策計画」に基づく今年度の取組 

 
平成 30 年度の取組 

平成 31 年度/令和元年度 
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・市民活動や高齢者が集まる場等での意識啓発、相談対応（出前講座等の実施、専門家の派遣）、相談体制の整備（関係団体等との連携） 

空家等現況調査の実施 
（⾃治会協働調査、現地調査、所有者意向調査等） 

空家等利活用モデル事業の 
検討・推進 

りっとう空き家 
バンクの設置 

空家等バンクの制度設計 

■ り っ と う 空 き 家
110 番「栗東市空き
家相談会」の開催 

【対象】所有者意向調査

で、空家等の悩み相談の希

望をいただいた 20 名のう

ち、相談会への出席希望者

16 名に相談会への⽇程調

整を実施 

【実施期間】平成 31 年１

⽉ 16 ⽇、１⽉ 17 ⽇ 

【参加者数】 

（相談内容︓延べ件数）６

名（解体・リフォーム⼯事

等︓２件、利活⽤︓４件、

相続等︓２件） 

りっとう空き家110
番（相談会）の開催 

第７回（９〜10 ⽉頃） 

◆りっとう空き家バンクの確認 
◆特定空家等の認定 
◆特定空家等に対する措置の検討 
◆各対策に関する情報共有 

モデル物件の利活⽤（ワークショップの企画・設計、リノベーション計画の作成、管理・運営の⽀援等） 

調査マニュアル
のとりまとめ 

認定基準、ガイドライン等の検討 
専⾨部会の

設置 

■所有者意向調査 
の実施

【調査の対象】平成 28 年

度現況調査で把握できた

空家等と思われる建築物

のうち、除却等がなされた

ものを除いた 237 ⼾ 

【実施期間】平成 30 年 10

⽉４⽇〜10 ⽉ 22 ⽇ 

【配布数・回収数】234 通

配布（３通は不届）のうち、

132 通回収（回収率は

56.4％） 
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第 1 回（５〜６⽉） 

◆現況調査の実施 

専⾨ 

部会 

協議資料１ 
第６回 空家等対策協議会 

H31.06.10 

空き家バンクの運用、登録の呼び掛け等 

移住・定住促進制度等の検討       助成制度の
創設 

空家等の利活用をサポートする組織体制の整備・充実（相談体制の整備、マッチングの支援） 

取組結果
を反映 リーフレットの 

作成・配布 

（計画・条例のPR 等） 

■空家等の実態調査の実施 

【調査の対象】平成 28 年度現況

調査で、適切な管理がされてい

ない空家等のうち、除却等がさ

れていない全 24 件の空家等 

【実施⽇】平成30 年９⽉27 ⽇、

９⽉ 28 ⽇、10 ⽉ 12 ⽇ 

【結果概要】建物状態が「⾮常に

悪い」空家等を４件確認 

子育て世帯空き家 
リノベーション事業 

・地域や関係課等と連携した空家等に関する情報共有と管理体制の整備（仕組みづくり、データベースの制度設計） 

・空家等所有者への適正管理の啓発（定期的な情報発信・呼び掛け、仕組みの検討・実践） 

・地域や市民活動団体等による空家等の適正管理の取組サポート（条例による規定や活動のサポートなど、仕組みの検討・実施） 

データベース
の構築 

第５回（３/１） 

◆計画・条例、スケジュールの確
認 

◆アンケート調査、実態調査、相
談会等の結果報告、情報共有 

◆りっとう空き家バンク、特定
空家等認定基準の方向性等の
検討 

第８回（１1〜３⽉頃） 

◆モデル物件の取組の確認等、利活用モデ
ル事業等の検討 

◆特定空家等の措置の内容の確認等 

◆各対策に関する情報共有 

第８回（１1〜３⽉頃） 

◆りっとう空き家バンク、モデル事業、助
成制度等の検討 

◆特定空家等に対する措置、調査マニュア
ルの検討 

第７回（９〜10 ⽉頃） 

◆りっとう空き家バンク、モデル事

業、助成制度等の検討 

◆特定空家等に対する措置の検討 

◆モデル物件の取組 

第５回（２/5） 

◆実態調査等の報告、情報共有 

◆りっとう空き家バンク、モデ
ル事業等の検討 

◆特定空家等の認定基準の検討 

第１回（10/30） 

 データベース
の検討 

認定基準の考え方、
調査結果等の検討 

りっとう空家バンク、
モデル事業、助成制度

第６回（５〜6 ⽉頃） 

◆りっとう空き家バンクの運用 
◆特定空家等の実態調査の方法の検討 

 現況調査の実施 

◆各対策に関する情報共有 

第６回（５/20） 

◆りっとう空き家バンク、モデル事業、
助成制度等の検討 

◆特定空家等の現況調査の方法の検討、

 現況調査の実施 

制度を活用した管理不全空家等の除却、除却跡地の有効活用 
必要に応じて 

研修会等の実施 
助成制度の

創設 

各対策の進捗に応じて随時開催 

庁内関係課・関係団体等との連携体制の整備 

上限 20 万円 

司法書士等 

管理不全空家等の解消に 
向けた制度検討 

ポイント 1 

ポイント 2 

ポイント 4 

第２回（7〜8 ⽉） 

◆認定基準案の検討 

ポイント 3 

■空き家バンクＰＲ 
固定資産税納付通知
と合わせ、空き家バ
ンクＰＲを同封。 
⇒多数の反響あり 

取組結果を反映 



 

 

 

ポイント 1.空家等現況調査の実施について  [予防・実態把握] 

○自治会との協働による空家の現況調査の実施 

＜調査依頼の流れ＞ 

 ４月   自治連合会役員会に、協力依頼済み 

 ５月   依頼文の送付 

 ６月   広報で周知ＰＲ 

 ７～８月 自治会に調査依頼 

 

＜具体的な調査方法＞ 

 ・調査用の図面を配布し、自治会で把握している空き家情報を提供していただく。 

※調査用の図面とは、H28 年度の現況調査結果を基に、現時点で住宅課が把握し

ている空き家の情報を追加し整理したもの。 

 

○自治会空家相談員の登録呼びかけ 

・地域住民にとって一番身近で、空き家に関する話などを聞いてもらえる人。 

・地域の方々との話を通じて、移住・定住したい人や利活用したい人と空き家の所

有者とを、市と連携しながらつなぐ役割。 

 

ポイント 2.子育て世帯空き家リノベーション事業について  [利活用] 

○助成制度の詳細について 

◇事業概要 

 空き家バンクを通じて取得した中古住宅の改修費を補助することで、子育て世帯の 

 住まいづくりを支援する事業 

◇補助要件 

・補助対象が子育て世帯であること（中学生までの子がいる世帯） 

・居住の用に供する建築物であること 

・空き家バンクを通じて取得した空き家であること。 

・10 年以上居住すること。 

・耐震性が確保されていること。 

・補助上限は、200 万円とする。（下記は、補助割合等一覧表） 

 

 

⇒現在の制度では、市内から市内の移住・定住は対象外。（国からの報告） 

 今後は、栗東市独自の助成制度を検討する必要がある。 

 申請者 国 県 市 

昭和 56 年 6 月 1日以降の建物又は新耐震基準に適合しているもの 1/3 1/3 1/6 1/6 

 

 

ポイント 3.モデル物件の利活用について  [利活用] 

○今年度以降の取組について 

◇平成３１年度（令和元年度） 

 ・モデル物件の確定、契約等の手続き 

 ・活用プラン、リノベーション計画の検討 

 ・モデル物件の管理・運営方法の検討 

・モデル物件の管理・運営を行う NPO やまちづく

り団体等の育成、募集、選定 

 ◇令和２年度 

  ・リノベーション工事の実施 

  ・テナント募集・誘致 

  ・モデル物件、テナントの運営・支援 

  ・空き家相談窓口、空き家バンクの運営 

◇令和３年度 

・モデル物件の運営・管理（NPO 団体等の自立） 

・テナントの開業 

・空き家相談窓口、空き家バンクの運営 

 

ポイント 4.専門部会の設置について [管理不全対策] 

○専門部会の構成、スケジュール 

◇専門部会の構成 

 ・（継続）宅地建物取引業協会【不動産】 

 ・（新規）全日本不動産協会【不動産】 

⇒不動産関係の連携強化 

 ・（継続）建築士会【建築】 

 ・（継続）司法書士会【法務】 

◇スケジュール（今年度） 

・第 1 回専門部会（5～6 月） 

特に危険性が高い空家（4軒）の現況調査 

・第 2 回 〃  （7～8 月） 

特定空家等の認定基準案検討 

・第 3 回 〃  （9～10 月） 

特定空家等の認定、措置の検討 

※協議会には、相談事業等の将来的なアウトソーシング 

を見据え、行政書士会が新規で参画予定。 

 物件Ａ 

・屋根が崩落 

・擁壁の崩壊の危険性 など 

物件Ｂ     

・屋根が著しく損傷 

・隣家への影響大 など 

物件Ｃ 

・屋根が崩落 

・立木が著しく繁茂 など 

物件Ｄ 

・屋根が崩落 

・隣家への影響大 など 

 

 

ＮＰＯ等 

活動団体の 

事務所 

テナント 

（物販） 

 

 

コミュニティスペース 

テナント 

（雑貨） 

 

土間の復元 
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アート展示 

 

至守山宿 

中 

山 
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栗東高校美術科、成安造形大学、立命館

大学、龍谷大学、市民芸術家・写真家・建

築家・音楽家、アールブリュット等のアートや

クラフト作家との連携によるスペース活用等 

街道景観の復元 

（都市計画課との連携） 

地域住民や学生が

集うコミュニティ拠点 

古民家を活用したチャレンジ

ショップなど、創業希望者等

へのテナント貸し出し等 

（商工観光労政課との連携） 

至草津宿 

１階間取り図 

空家等対策の実働部隊 

⇒ 将来的には空家対策だけで

なく多様な事業への対応も可 

◇モデル物件平面図（利活用のイメージ） 


